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東日本大震災のクライシスマッピングの調査分析による
日本のOpenStreetMapの発展のための課題

早川 知道1,2,a) 伊美 裕麻3 伊藤 孝行2

受付日 2015年4月10日,採録日 2015年10月2日

概要：東日本大震災発生時，日本の OpenStreetMapが中心となり世界中の貢献者によりクライシスマッピ
ングが行われた．クライシスマッピングとは，被災地の地理的被災状況をデータ化することにより，災害
対応活動，復興活動，および人道活動などを支援する活動である．本稿では，東日本大震災時のクライシス
マッピングに参加した貢献者らによる課題を基に，基本的な地図データの重要性についてデータから調査
する．東日本大震災と同様に震災時に基本的な地図データが整備されていなかった事例として，ハイチ地
震のデータと比較調査する．調査結果に基づき，日本の OpenStreetMapの発展のための方策を示すことを
目的とする．調査により，東日本大震災のクライシスマッピングの際には，十分に地図データが整備され
ておらず，被災地の被災状況や避難に必要な情報の作成だけでなく，基本的な地図データの整備も行わな
ければならなかったことがデータからも確認できた．さらに，次の方策を示した．各地に OpenStreetMap
を普及させるとともに貢献者を増やすことで，持続可能な形で基本的な地図データをつねに最新に維持す
ることは，大変重要である．OpenStreetMapは社会の多くの分野と連携することで，様々な社会活動に有
効に機能し社会貢献が可能となり重要である．OpenStreetMapと自治体のオープンデータが連携すること
は，その相乗効果により社会に対して大きな貢献が可能であり推進すべきである．
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Abstract: In 2011 huge earthquake in Tohoku, Japan occurred. At that time the OpenStreetMap founda-
tion execution of crisis mapping by around the world OpenStreetMap contributors. The crisis mapping is
support to disaster relief, restoration and humanitarian activities by make visible. In this paper, we dis-
cuss about challenges of crisis mapping by real participants knowledge. Moreover, we propose importance
of basic map data using realistic map data. In addition, we make comparison with the Haiti earthquake.
In case of Haiti is same situation as Tohoku earthquake, because those area was not maintenance of base
map. And more we propose policy of expansion for OpenStreetMap communities by the analysis. By the
data shown imperfection of base map at the time of 2011 Tohoku earthquake. Therefore, in case of Tohoku
earthquake not limited to disaster situation and evacuation mapping by data analysis. Further more, we
shown sustainability of OpenStreetMap communities and map information. Map data is necessary up-date
newest information, therefore, OpenStreetMap communities much more contributors in widely areas. The
OpenStreetMap is possible to adapt various fields. Because, more contributions for various social activities.
And more, cooperation with the open data by local governments, the OpenStreetMap is more contribute for
the societies.
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1. はじめに

2011年 3月 11日 14時 46分に発生した東日本大震災の

際に，OpenStreetMap（OSM）[1]の世界中の貢献者らに

より，クライシスマッピングが行われた．OpenStreetMap

とは，世界中の様々な地理情報を集約したデータベース

を作成するための，ユーザ参加型によるボランタリーな

プロジェクトである．クライシスマッピングとは，世界

各地の災害や暴動などの際に，ボランティアによる貢献

者らが中心となり，現地の被災状況などの地理的状況を

OpenStreetMapによりデータ化する活動である．被災状

況をデータ化することにより，災害対応活動，復興活動，

および人道活動などを支援することを目的とする．

著者も OpenStreetMapの貢献者の 1人であり，東日本

大震災のクライシスマッピングに震災直後より参加した．

震災時のクライシスマッピングの具体的活動とは，避難所

や病院などの避難活動に必要な情報や，倒壊した建物，破

損した道路，津波被害のエリアなどの被災状況を地図デー

タとして整備することである．

東日本大震災のクライシスマッピングは困難な作業で

あった．理由の 1つは，震災直後の被害想定地域が，東日

本（函館から千葉）の太平洋側沿岸と非常に広範囲であっ

たことである．まず，避難所や病院などの情報を得るため

に，広域の多くの自治体から情報を収集する必要があった．

自治体の中には，役場自体が被災して機能していない自治

体もあった．また，自治体サイトのコンテンツの利用規約

が不明確なために，クライシスマッピングでの利用の際に，

個々に自治体の担当者に問い合わせて確認することも多く

発生した．これらにより，避難所や病院などの情報を得る

ためだけでも，多くの時間と労力を費やした．

次の理由は，OpenStreetMapの東日本の被災地では，基

本的な地図データである通常の道路や建物などが十分に

データ化されていなかったことである．被災状況をデータ

化する作業とは，具体的には，災害直後の衛星写真を利用

し，倒壊した建造物や道路などの情報，津波の被害にあっ

たエリアの情報などをデータ化する作業である．たとえ

ば，破損した道路をデータ化しようとしたとき，基本的な

地図データが整備されていれば，該当する道路の箇所に破

損しているという情報を入力するだけでよい．しかし，基

本的な地図データが整備されてなければ，該当する道路自

体をデータ化する作業から始めなければならない．

基本的な地図データの大多数は，災害発生以前に整備可

能である．基本的な地図データが十分に整備されていない

と，被災状況のデータ化は困難であり，被災状況が入力さ

れたとしても不完全なデータとなる．したがって，基本的

な地図データが十分に整備されているのであれば，災害発

生時には，倒壊した建物や破損した道路などの被災状況の

データ化を容易に行うことができる．つまり，クライシス

マッピングが迅速に行われ，速やかに救済活動に活用可能

となる．しかし，東日本大震災発生時には，被災地の基本

的な地図データが十分に整備されていなかったために，基

本的な地図データの整備のために多くの時間と労力を費や

した．

日本のOpenStreetMapの貢献者および著者らは，東日本

大震災のクライシスマッピング活動の後に，今回のクライ

シスマッピングの反省をふまえてメーリングリストなどを

通じて議論を行った．議論の中で，日本のOpenStreetMap

には，将来起こりうる災害のために多くの課題があること

が分かった．その主な課題とは，次の (1)，(2)，および (3)

である．

(1)基本的な地図データの整備が必要である．これにより，

災害時などに迅速に被災状況をデータ化することが可能と

なる．

(2)各地にOpenStreetMapを普及させるとともに貢献者を

増やす必要がある．一時的に基本的な地図データの整備を

行うだけではなく，持続可能な形でデータを最新に維持し

ておく必要がある．そのためには，各地域での地元の貢献

者の存在は重要である．

(3)自治体のオープンデータへの取り組みが必要である．

災害状況や避難所情報を容易に入手し再利用できるように

するために，公共のデータのライセンスなどについては明

確にしておく必要がある．

本稿の目的は，日本の OpenStreetMapの発展のための

方策を示すことである．震災後の貢献者および筆者らによ

る議論に基づく日本のOpenStreetMapの 3つの課題では，

将来起こりうる災害のために，日本の OpenStreetMapの

データの整備，普及，および外部との連携の必要性につい

て述べていた．つまり，日本の OpenStreetMapがさらに

発展していくことが，将来起こりうる災害のために重要で

あり，様々なシーンで OpenStreetMapが活用され，災害

時だけでなく多くの社会活動への貢献が可能といえる．本

稿では，東日本大震災時に行われたクライシスマッピング

におけるデータの分析を行う．特に，上記の震災直後の議

論に基づく日本の OpenStreetMapの 3つの課題の (1)に

ある基本的な地図データの整備について注目し，クライシ

スマッピングのデータ分析により調査を行う．データ分析

により得られた知見を基に考察を行う．さらに，上記の震

災後の議論に基づく日本の OpenStreetMapの 3つの課題

を基にした，日本の OpenStreetMapの発展のための方策

を示す．

東日本大震災時のクライシスマッピングの基本的な地図

データの整備について注目し，データの調査分析により得

られた知見を基に考察を行った．クライシスマッピングの

際には，十分に地図データが整備されていなかった．被災

地の被災状況や避難に必要な情報の作成だけでなく，基

本的な地図データの整備を行わなければならなかったこ
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とがデータからも確認できた．将来起こりうる災害のた

めに，基本的な地図データの整備の必要性，および各地に

OpenStreetMapを普及させるとともに貢献者を増やす必

要があることを改めて確認することができた．さらに，震

災直後の議論に基づく日本の OpenStreetMapの 3つの課

題を基にした，日本の OpenStreetMapの発展のため次の

方策を示した．各地に OpenStreetMapを普及させるとと

もに貢献者を増やすことで，持続可能な形で基本的な地

図データをつねに最新に維持することは，大変重要であ

る．OpenStreetMapは社会の多くの分野と連携すること

で，様々な社会活動に有効に機能し社会貢献が可能となり

重要である．OpenStreetMapと自治体のオープンデータ

が連携することは，その相乗効果により社会に対して大き

な貢献が可能であり推進すべきである．

本稿の構成は，次のとおりである．2章では，クライシス

マッピングの関連研究を示す．3章では，OpenStreetMap

およびクライシスマッピングについて説明する．さらに，

東日本大震災時に行われたクライシスマッピングについて

述べ，問題点などを整理する．4章では，東日本大震災と

ハイチ地震の比較調査分析を行う．その後，考察を行い，

方策を述べる．5章では，まとめと今後の課題を述べる．

2. クライシスマッピングの関連研究

クライシスマッピングと呼ばれる活動は，OpenStreetMap

の貢献者らにより自発的に始まった活動である．次に，ク

ライシスマッピングの関連研究についてまとめる．

川崎らの研究 [19] では，2010 年 1 月 12 日に発生した

ハイチ地震の際に，OpenStreetMapの貢献者により行わ

れたクライシスマッピングの有効性について調査分析し

ている．クラウドソーシングの利点を最大限に活用した

OpenStreetMapによるクライシスマッピングの有効性に

ついて，被災地外にアウトソーシングすることで，無限に

も近いクラウドソースによって，短時間で大量の地図を生

成できることである，と述べている．また，クラウドソー

シングを活用することにより，災害時における救済活動に

おいて新たな仕組みが構築されたとも述べている．

瀬戸の研究 [20]では，東日本大震災時のクライシスマッ

ピングについての研究を示している．平常時において，多

くの方々に OpenStreetMapの理念に対する予備知識や技

術の習得の方法を理解してもらうことが大事であると示

しており，OpenStreetMapの普及活動が重要だというこ

とが分かる．つまり，本研究で指摘する，東日本大震災ク

ライシスマッピング時の貢献者らの課題である，各地に

OpenStreetMapを普及させるとともに貢献者を増やす必

要があることについて，定性的に裏付けるものである．ま

た，OpenStreetMapは容易に更新可能であるという点で，

他の地図と比較し有利であるが，災害対応期から次の段階

への移行にともない，地図自体の更新や OpenStreetMap

データの活用について十分に議論が進んでおらず，今後の

重要な課題の 1つである，とも指摘している．つまり，本

震災の経験をもとに，将来起こりうる災害時のために防災

活動，救済活動および復興活動のために，活動がより有効

に機能するように事前に議論しておくことが重要である．

古橋の研究 [21], [22], [23], [24], [25], [26], [27]では，東

日本大震災の際に OpenStreetMapが中心となって行われ

た，救済支援活動であるクライシスマッピングから復興支

援活動における活動が詳細に記録されている．

本稿では，筆者らの先行研究である東日本大震災時の

データ分析 [28], [29]に加え，東日本大震災と同様に震災時

に基本的なデータが整備されていなかったハイチ地震の際

のデータとの比較調査を行う．貢献者の参加状況，道路や

建物など基本的なデータの入力が多く行われたことについ

て，ハイチ地震と比較調査し分析する．

3. OpenStreetMapとクライシスマッピング

3.1 OpenStreetMapについて

OpenStreetMapとは，世界中の様々な地理情報に基づ

く周知情報を集約したデータベースを作成する，ユーザ

参加型によるボランタリーなプロジェクトである．Open-

StreetMapのプロジェクトは，2004年に Steve Coast [14]

により始められた．著作権などの法的問題や技術的問題な

どから自由に地図が使えないケースが多く，創造的または

生産的な地図の利活用の促進手段として始められた．2006

年には，OpenStreetMap Foundation（OSMF）[2]が設立

された．OpenStreetMapは，全世界で約 200万人（2015

年 3月現在）[7]がユーザとして登録され，データ編集ユー

ザ（貢献者）を「マッパー」と称し，成果物である世界各

地の地理情報データベースの作成・更新を行う．編集作業

はクラウドソーシングで行われ，Wikipedia同様に複数の

貢献者による同時編集作業が可能である．OpenStreetMap

の地理情報データは APIにより公開されている．オープ

ンソースと同様の Open Data Commons Open Database

License（ODbL）[5]のライセンスに基づき運用され，自由

に利用し独自のサービスを提供することができる．

日本においては，2007年後半から有志の貢献者により，

草の根的に活動が始まった [3]．初期の貢献者らは，デー

タの作成および OpenStreetMapの普及活動を活発に行っ

ていた．2010年 12月には，初期の貢献者や著者らにより

OpenStreetMap Foundation Japan（OSMFJ）[4]を設立し

た．また，2011年 3月の東日本大震災の際には，クライシ

スマッピングなどの活動を行った．

3.2 OpenStreetMapのデータの仕様

OpenStreetMapの成果物であるデータの仕様について

述べる．OpenStreetMapのデータは，オブジェクトと，オ

ブジェクトに付加されるタグで構成される．本稿では，成
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果物とは，タグ付けされたオブジェクトのことをいう．ま

た，成果物数とは，オブジェクトの数のことをいう．

オブジェクトには，ノード（Node），ウェイ（Way），お

よびリレーション（Relation）の 3種類がある．ノードと

は点のことであり，ノード単体で地点情報の登録に用いる

場合と，ウェイの構成単位となる場合がある．ウェイとは

線のことであり，道路，線路，もしくは河川の中心線などに

用いる．閉じたウェイをエリア（Area）として，建物，河

川の流域などの表現にも用いる．リレーションとは，ノー

ドやウェイをグループ化したもので，交通機関の路線や複

数棟の建物など複数の要素をまとめて表現する場合に用い

る．また，穴の開いた複雑な形状のエリア（マルチポリゴ

ン：Multi-polygon）を表現するためにも用いられる．オブ

ジェクト自体は緯度・経度情報しか持たず，より多くの情

報を持たせるにはタグを付加する．

タグはKey-Value形式である．オブジェクトに対して柔

軟なタグ付けをすることにより，位置情報以外の様々な情報

を付加する．たとえば，道路の場合はKeyを highwayとし，

Valueにはmotorway（高速道路），trunk（国道），primary

（主要地方道），secondary（一般都道府県道），footway（歩

道），step（階段）などとする．店舗の場合はKeyを shopと

し，Valueには alcohol（酒店），books（書店），convenience

（コンビニエンスストア），supermarket（百貨店，スーパー

マーケット）など多数設定されている．また，情報源を記

録するためのタグの Keyとして，sourceも用意されてい

る．さらに，opening hours（営業時間），wheelchair（バ

リアフリー情報），tactile paving（点字ブロック），tunnel

（トンネル），bridge（橋）など様々な Keyが用意されてお

り，情報に応じてタグを複数付加することができる．

OpenStreetMapは地理情報データベースであり，Open-

StreetMapの成果物は，位置情報を持つオブジェクトにタ

グを付加したデータで構成されている．従来の地図データ

の枠組みを超えた様々な情報をタグにより付加可能なとこ

ろが，OpenStreetMapの特長の 1つである．

3.3 クライシスマッピングとは

クライシスマッピングとは，OpenStreetMapのプロジェ

クトで行われている活動の 1つである．世界各地の災害や

暴動などの際に，ボランティアによる貢献者らが中心とな

り，現地の地理的被災状況を OpenStreetMapによりデー

タ化することで，災害対応活動，復興活動，および人道活

動などを支援することを目的とする．OpenStreetMapで

は，人道支援チーム（HOT：Humanitarian OpenStreetMap

Team）[15]が中心となり，2010年 1月のハイチ地震や 2011

年 2月のニュージーランド地震などの際に活動を行った．

最近の事例では，2013年のフィリピン台風 30号や伊豆大

島土砂災害，2015年のネパール地震などの際にもクライシ

スマッピングが行われ被災地で活用された実績を残してい

る．クライシスマッピングでは，主に OpenStreetMapで

利用可能なライセンスで公開された災害直後の被災地の衛

星写真などを利用し，衛星写真をトレースすることで災害

状況をデータ化する．

3.4 東日本大震災時の日本のOpenStreetMap

東日本大震災の際に，OpenStreetMapの多くの貢献者

らによりクライシスマッピングが行われた．震災直後より

OSMFJ内部で救済支援活動について検討が行われた．同

日 18時 30分にOSMFJ代表の三浦がOSMJPのメーリン

グリスト（ML）を通じて，被災地の地図の整備の呼びか

けを行い，クライシスマッピングが始まった [16]．OSMFJ

は世界中の貢献者に呼びかけ，救済支援活動として 2つの

行動を行った．1つは，被災地の地理的被災状況を Open-

StreetMapによりデータ化する活動であるクライシスマッ

ピングである．もう 1つは，sinsai.info [18]による救済支援

活動である．sinsai.infoは，多くのボランタリーな協力者

とともに，被災地からのリアルタイムな被災情報をTwitter

などから吸い上げ，クライシスマッピングされた地図上に

プロットして情報を整理する活動である．

また，同年 4月 1日より，Yahoo! Japan社が所有する旧

ALPS社（Yahoo/Alpsデータ）の道路データ（Yahoo道

路データ）を入力することができるようになった．Yahoo

道路データは，被災地である東北地方を中心に入力され，

次第に全国へ展開していった．

3.5 東日本大震災のクライシスマッピング

クライシスマッピングに参加した世界中の貢献者たちは

ML，IRC，Twitterなどのツールでリアルタイムに情報交

換を行った．さらに，クライシスマッピングのガイドライ

ンを OSMのWikiに作成し情報共有を行った [17]．ガイ

ドラインのWikiは 7カ国語に翻訳されており，貢献者た

ちは言語の壁を越え活動したことが分かる．

しかし，東日本大震災のクライシスマッピングは，特に

困難な作業であった．その理由を述べる．まず，当初，震

災直後の被害想定地域が，東日本（函館から千葉）の太平

洋側沿岸と非常に広範囲であったため，広域の多くの自治

体から避難所などの情報を収集する必要があったことであ

る．さらに，OpenStreetMapの当時の被害想定地域にお

いては，基本的な地図データが整備されていなかったこと

である．つまり，東日本太平洋側の広範囲な地域において，

道路や建物などの基本的な地図データの入力から始めなけ

ればならなかった．

OpenStreetMapの貢献者は，東北地方の市町村が公開

する避難所情報を，OpenStreetMapへデータ化する作業も

行った．しかし，自治体情報の利用規約（ライセンスなど）

の制約や公開形態（データ形式など）の違いなどにより，

手続きやデータ化に多くの時間を要した．さらには，役場
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図 1 OpenStreetMap：東日本大震災直後の仙台市周辺地図

Fig. 1 OpenStreetMap: Map around Sendai City after the

2011 Tohoku earthquake.

自体が被災して機能していない自治体もあり，問合せも

できないケースもあった．したがって，避難所情報の入手

に多くの時間と手間を費やすこととなり，OpenStreetMap

へデータ化する作業は困難をきわめた．以上の事例は，自

治体の情報公開のあり方について課題を残したとともに，

オープンデータの必要性が明確になった事例でもある．

図 1 は，東日本大震災の際にクライシスマッピングによ

り被災状況をデータ化された仙台市周辺地図である．津波

により水没した地域がデータ化され，地図に表現されてい

ることが分かる．

3.6 Yahoo!/Alpsデータ

東日本大震災発生前の 2011年 3月 6日に行われたジオ

ロケーションカンファレンス 2011 [12]において，Yahoo!

Japan社より，同社が保有する旧 ALPS 社の地図データ

（Yahoo/Alpsデータ）を，OpenStreetMapに無償提供する

という趣旨の発表があった [13]．当初，Yahoo/Alpsデー

タの入力作業までのスケジュールは，OSMFJと正式契約

を締結後，データの引渡し，OSM形式へのデータ変換作

業などの工程を計画していた．したがって，Yahoo/Alps

データが OpenStreetMapへ入力されるのは，数カ月先を

予定していた．ところが，同年 3月 11日に東日本大震災

が発生し，OpenStreetMapの地図データに被災状況をデー

タ化する作業であるクライシスマッピングが行われた．し

かし，当時の日本の OpenStreetMapは，広範囲な被害想

定地域において基本的な地図データが十分に整備されてお

らず，クライシスマッピングによる被災状況のデータ化作

業は困難をきわめていた．OSMFJは Yahoo! Japan社と

協議を行い，急遽，同年 3月 18日に Yahoo/Alpsデータ

が引渡しされた．ただちに，有志の手により OSM形式へ

データ変換作業が行われることになり，震災後 3週間程度

で Yahoo/Alpsデータの入力作業を開始できた．同年 4月

1日より，Yahoo/Alpsデータのうちの道路データ（Yahoo

道路データ）について，被災地の多い東北地方から順に入

力作業が行われた．当時の Yahoo道路データを入力作業

図 2 Yahoo/Alps 道路データの入力状況（2011.4～2013.6）

Fig. 2 Yahoo/Alps road data of the input status (2011.4 to

2013.6).

の記録は，OpenStreetMap Wiki [11]に残されている．

Yahoo道路データは 1/25,000の精度のデータであるが，

道路データが未整備の地域において，編集のベースとな

る基礎データとしては十分なデータであった．つまり，

Yahoo 道路データの入力作業の初期段階ではクライシス

マッピングの補完的な性格を持っており，震災直後の重要

な OpenStreetMapの活動であったことが分かる．Yahoo

道路データは，日本全国を 1,910の市町村区に分割し，市

町村区ごとに入力作業が行われた．図 2 は，Yahoo道路

データの入力状況を，地方別に集計したグラフと表である．

OpenStreetMap Wiki [11]の記録を基に集計を行った．Y

軸は，市町村区の数である．前述のとおり，東日本大震災

後の 2011年 4月に東北地方を中心に入力作業が行われ，

同年 5月より次第に東北地方以外へも入力作業が行われる

ようになった．多くの貢献者の地道な作業を積み重ね，2

年 2カ月後の 2013年 6月にすべての市町村区で入力作業

が完了した．

3.7 東日本大震災時のクライシスマッピングからの課題

日本のOpenStreetMapの貢献者および著者らは，東日本

大震災のクライシスマッピング活動の後に，今回のクライ

シスマッピングの反省をふまえてメーリングリストなどを

通じて議論を行った．議論の中で，日本のOpenStreetMap

には，将来起こりうる災害のために多くの課題があること

が分かった．その主な課題とは，次の (1)，(2)，および (3)

である．

(1) 将来起こりうる災害のためにも，基本的な地図データ

の整備が必要である．平常時に OpenStreetMapの基

本的な地図データを充実させておくことで，災害発生

時にクライシスマッピングが行われた際には，最小限
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の作業で被災状況をデータ化することが可能になり，一

刻を争う救済現場に対して支援することが可能になる．

(2) 地図データを持続可能な形で維持してゆくためには，

各地に OpenStreetMapを普及させるとともに貢献者

を増やす必要がある．基本的な地図データは整備する

だけでなく，つねに最新のデータとなるように維持し

ていかなければならない．つねにデータを最新に保つ

ためには，地域に根付いた貢献者による活発な活動が

必要である．また，OpenStreetMapではクライシス

マッピングにより，災害時における救済活動の支援が

可能になる．被災地において通常の地図データが整備

されているならば，被災地外の貢献者によるクライシ

スマッピングは効率的な救済支援活動を行うことがで

きる．つまり，いつどこで発生するか分からない大災

害に備えるためには，各地に OpenStreetMapを普及

させ，貢献者を増やすことで，それぞれの役割により

効率的にクライシスマッピング行うことができ，被災

地に向けた救済支援活動が可能となる．

(3) 災害状況や避難所情報を容易に入手可能とするために，

自治体のオープンデータへの取り組みが必要である．

自治体情報の利用規約（ライセンスなど）の制約や公開

形態（データ形式など）の違いなどにより，避難所情報

の入手に多くの時間と手間を費やし，OpenStreetMap

へデータ化する作業は困難をきわめた．自治体の情

報公開のあり方について課題を残したとともに，オー

プンデータの必要性が明確になっている．なお，2014

年現在，政府および自治体ではオープンデータへの取

り組みが進んでおり，その対策がなされつつある．

2007年に草の根的に始まった日本のOpenStreetMapは，

少ない貢献者の活発な活動により多くの成果物を生み出し，

急速に発展してきた．しかし，震災当時，まだ基本的な地

図データが十分に整備されていないのが現状であった．上

記の震災後の議論に基づく日本の OpenStreetMapの 3つ

の課題では，将来起こりうる災害のために，日本の Open-

StreetMapのデータの整備，普及，および外部との連携の必

要性について述べている．つまり，日本のOpenStreetMap

がさらに発展していくことが，将来起こりうる災害のた

めに重要であり，様々なシーンで OpenStreetMapが活用

され，災害時だけでなく多くの社会活動への貢献が可能

といえる．本稿では，東日本大震災時に行われたクライシ

スマッピングにおけるデータの分析を行う．特に，上記の

震災直後の議論に基づく日本の OpenStreetMapの 3つの

課題の (1)にある基本的な地図データの整備について注目

し，クライシスマッピングのデータ分析により調査を行う．

データ分析により得られた知見を基に考察を行う．さらに，

上記の震災直後の議論に基づく日本の OpenStreetMapの

3つの課題を基にした，日本の OpenStreetMapの発展の

ための方策を示す．

4. 調査分析と考察

4.1 データの取得方法および調査方法

OpenStreetMap の全データである Planet データを

OpenStreetMap の専用ページ [30] より取得して，調査

に用いた．Planetデータは，ほぼ毎週分のデータが公開さ

れているが，一部公開されていない週もある．本稿の調査

で，データが欠損しているのは，その公開されていない週

のデータにあたる．

Planetデータから日本およびハイチのデータを抽出する

作業を，取得した Planetデータで繰り返し行った．デー

タの抽出には，OpenStreetMapデータを処理するための

コマンドライン Javaアプリケーションである osmosis [32]

を用いた．データベースには，PostGIS [33] で拡張した

データベースPostgreSQL [34]を用いた．PostgresSQLは，

オープンソースのORDBMS（Object-Relational DataBase

Management System）である．PostGISは，PostgresSQL

に空間拡張を導入するためのものである．コンバートプ

ログラムである osm2pgsql [35]を用いて，各地域のデータ

を PostgreSQL へ格納した．調査分析に必要なデータを

データベースより出力し，調査分析した．データ処理に

は，8Core CPU，およびメモリ 16 GB の計算機を用い，

Ubuntu12.04の OSにより行った．

以上のデータを用いて，本稿では，東日本大震災時のク

ライシスマッピングにおける基本的な地図データの整備状

況の調査分析を次のように行う．さらに，調査分析に基づ

き，日本の OpenStreetMapの発展のための方策を示す．

最初に 4.2節「クライシスマッピングの概要についての

調査」では，東日本大震災前後の日本の貢献者総数の推移，

および成果物総数の推移について調査を行う．同時に，ハ

イチ地震の際のクライシスマッピング時と比較調査する．

調査により，東日本大震災のクライシスマッピングでの貢

献者の活動の概要を把握する．

次に 4.3節「成果物の作成状況の調査」では，成果物の作

成状況について調査を行う．成果物である地図データを作

成していく過程では，最初に道路データから整備を行うこ

とが多い．通常，各地物を作成する場合，道路との位置関

係は目安となるので，道路データから整備していくと効率

的である．クライシスマッピングにより，避難所や倒壊し

た建造物を作成しようとする場合でも，すでに道路データ

が作成されていると効率良く作成できる．もし，道路デー

タが作成されていなければ，クライシスマッピングの本来

の作業ではないが，道路データから作成する必要が生じる．

よって，クライシスマッピングの基本的な地図データを整

備する際に，道路データがどのように増えていったのか調

査する．同様に，土地の利用形態に関する編集状況，およ

び作成された建物などの面積の変化についても調査する．

調査により，クライシスマッピングの際に，どのような情
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報が作成されたかについて調査し，被災状況をデータ化す

るにあたり重要なデータについて確認する．

最後に 4.4節「成果物作成の情報源の調査」で，成果物の

作成のための情報源について調査を行う．OpenStreetMap

でデータを作成する際には，情報源として衛星写真を多く

活用する．クライシスマッピングにおいても，情報源とし

て被災地の災害直後の衛星写真を活用し，被災状況をデー

タ化した．さらに，東日本大震災時には，基本的な地図デー

タの整備のために，Yahoo道路データの入力作業を行って

いる．よって，成果物作成のために，どのような情報源に

より作成されたのか調査を行う．調査により，衛星写真を

はじめとする外部の情報源の重要性について確認する．

以上の調査により，クライシスマッピングの参加した貢献

者らの課題を調査し分析する．その後，4.5節で調査分析に

基づく考察を行い，さらに 4.6節で日本のOpenStreetMap

の発展のための方策について述べる．

4.2 クライシスマッピングの概要についての調査

最初に，東日本大震災のクライシスマッピングの活動の

概要について調査する．東日本大震災前後の日本の貢献者

総数の推移，および成果物総数の推移についての調査を，

ハイチ地震の際のデータと比較して行う．この調査によ

り，東日本大震災のクライシスマッピングでの貢献者の活

動の概要を把握する．

表 1 は，日本における東日本大震災前後の貢献者数の増

加数，およびハイチにおけるハイチ地震前後の貢献者数の

増加数を示す．貢献者数とは，それぞれの地域に成果物を

作成した貢献者の総数を示す．なお，調査のために取得で

きるデータがほぼ 1週間ごとのデータであるため，震災直

前の直近のデータを使用した．また，震災前後での調査間

隔を合わせるため，震災前の調査日の約 4週間後のデータ

を震災後として調査した．東日本大震災発生時（2011年 3

月 11日）に対して，震災前を（2011年 3月 9日）とし，震

災後を（2011年 4月 6日）とした．また，ハイチ地震発生

時（2010年 1月 12日）に対して，震災前を（2010年 1月

11日）とし，震災後を（2010年 2月 10日）とした．

図 3，および図 4 は，震災後の貢献者数と成果物数の

変化について調査した．成果物数とは，それぞれの地域の

成果物の総数を示す．図 3 は，日本における東日本大震災

前後の貢献者数と成果物数の変化を示す．図 4 は，ハイチ

におけるハイチ地震前後の貢献者数と成果物数の変化を示

す．図中の，青の折れ線は，貢献者数の変化を示し，赤い

折れ線は，成果物数の変化を示す．また，図中のオレンジ

のエリアは，貢献者数の増加の多い時期を示す．

表 1 により，東日本大震災発生時では，日本の貢献者総

数は，震災前が 873人に対して，震災後では 1,184人と，

311人増加していた．ハイチ地震発生時では，ハイチの貢

献者総数は，震災前が 34人に対して，震災後では 595人

表 1 東日本大震災とハイチ地震の震災前後の貢献者数

Table 1 The number of contributors before and after the earth-

quake — The 2011 Tohoku earthquake and the Haiti

earthquake.

日本（東日本大震災） ハイチ（ハイチ地震）

日付 貢献者数 日付 貢献者数

震災前 2011.3.9 873 2010.1.11 34

震災後 2011.4.6 1,184 2010.2.10 595

貢献者増加数 311 561

図 3 東日本大震災前後の貢献者数と成果物数

Fig. 3 The number of contributors and The number of artifacts

— The 2011 Tohoku earthquake.

図 4 ハイチ地震前後の貢献者数と成果物数

Fig. 4 The number of contributors and The number of artifacts

— The haiti earthquake.

と，561人増加していた．また，図 3，および図 4 での貢

献者数の変化（青の折れ線）を見ると，ともに震災を境に

貢献者数が急激に増加していることが分かる．ともにクラ

イシスマッピングが行われており，震災を機に新たな貢献

者が多く増えたことを示している．

図 3 の日本の貢献者数の変化を見ると，震災直後に貢献

者数の増加が始まり，約 3週間後の 3月 30日頃に増加が

停滞していることが分かる．また，図 4 のハイチの貢献者

数の変化を見ると，震災直後に貢献者数の増加が始まり，

約 4週間後の 2月 10日頃に増加が停滞していることが分

かる．東日本大震災とハイチ地震ともに，貢献者数の増加

が約 3～4週間程度で停滞するという，共通の傾向が見ら

れた．しかし，貢献者数の増加の停滞後でも，成果物総数

は増加している．貢献者が増えることはなくなったが，貢

献者らの編集作業は続いていることが分かる．
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4.3 成果物の作成状況の調査

成果物の作成状況について調査を行う．成果物である地

図データを作成する過程では，通常は，最初に道路データ

から整備を行うことが多い．通常，各地物を作成する場合，

道路との位置関係が目安となり，道路データから整備して

いくと効率的である．クライシスマッピングにより，避難

所や倒壊した建造物を作成しようとする場合でも，すでに

道路データが作成されていると効率良く作成できる．も

し，道路データが作成されていなければ，クライシスマッ

ピングの本来の作業ではないが，道路データから作成を始

める必要が生じる．よって，クライシスマッピングの基本

的な地図データを整備する際に，道路データがどのように

増えていったのか調査する．同様に，土地の利用形態に関

する編集状況，および作成された建物などの面積の変化に

ついても調査する．この調査により，クライシスマッピン

グの際に，どのような情報が作成されたのかについて調査

を行う．

図 5，および図 6 は，道路データの週間の増加距離につ

いてのグラフである．図 5 は，東日本大震災前後の日本の

道路総距離（km）（青の折れ線）と道路週間増加距離（km）

（赤の棒グラフ）である．図 6 は，ハイチ地震前後のハイ

チの道路総距離（km）（青の折れ線）と道路週間増加距離

（km）（赤の棒グラフ）である．道路総距離（km）とは，そ

の地域での道路データの総延長距離である．道路週間増加

距離（km）とは，その地域での道路データの週間の増加距

図 5 道路週間増加距離と道路総距離—東日本大震災

Fig. 5 Road weekly increase distance and total road distance

— The 2011 Tohoku earthquake.

図 6 道路週間増加距離と道路総距離—ハイチ地震

Fig. 6 Road weekly increase distance and total road distance

— The haiti earthquake.

離である．また，データが十分に取得できなかったところ

があり，一部のデータが欠損している．具体的には，図 5

東日本大震災の道路週間増加距離（km）（赤の棒グラフ）の

ないところ，図 6 ハイチ地震の震災後の道路週間増加距

離（km）（赤の棒グラフ）のないところである．ハイチ地

震の震災前の調査期間については，データはあるが値が 0

であったのであり，欠損ではない．なお，図 5 の東日本大

震災と図 6 のハイチ地震のグラフの縦軸の距離（km）は，

図 5 の東日本大震災の方が 1桁大きいので注意されたい．

東日本大震災の場合，道路週間増加距離は，震災前は平

均約 2,000 kmだったが，震災直後（2011年 3月 16日）で

は 13,976 kmと 6倍以上になっている．Yahoo道路データ

の入力作業が始まった 4月からは，さらに急激に道路週間

増加距離が増えており，編集作業が活発に行われているこ

とが分かる．

ハイチ地震の場合は，震災直後が道路週間増加距離の

ピークであり，その後，減少している．震災前は，道路累積

距離は 8,510 kmあったが，道路週間増加距離は 0 kmであ

り，ほとんど編集されていなかったことが分かる．震災直

後（2010年 1月 20日）では，道路週間増加距離は 7,251 km

であり，クライシスマッピングにより編集作業がさかんに

行われたことが分かる．

次に，クライシスマッピングの際の，土地の利用形態や

地物に関する作成状況について調査する．3.2節で述べた

ように，OpenStreetMapでは，作成した地物に対してタ

グ付けすることにより様々な情報を付加する．クライシス

マッピングでは，被災エリアの被災状況をデータ化するた

めに，土地の利用形態や地物などのデータの編集を行う，

しかし，東日本大震災やハイチ地震の際には，ともに被災

地域は十分なデータの整備がされていなかったので，被災

状況をデータ化するためには，被災地域の土地の利用形態

や地物などのデータを作成することから始めなければなら

なかった．それで，本調査では，クライシスマッピングの

際に，土地の利用形態や地物などが，どのように作成され

て増えていったのかについて調査する．

OpenStreetMap では土地の利用形態について landuse

タグなどを用いて表現しており，土地の利用形態タグの

増加数について調査を行った．具体的には，タグのキー

（Key）が landuseであり，landuseキーの値（Value）が，

residential（住宅地），industrial（工業地帯），commercial

（商業地）および farm（田畑）である．さらに，タグのキー

（Key）が，building（建物），および riverbank（河川流域）

についても調査した．

表 2，および表 3 は，それぞれの地域での，各タグを付

加したオブジェクトの面積の週間平均増加数を震災前と震

災後で比較している．データの作成量を比較するために，

増加数で比較を行う．表 2 は，日本における，東日本大震

災の震災前（2011年 1月 12日～3月 9日）と震災後（2011
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表 2 土地利用の震災前後の週間平均増加数—東日本大震災

Table 2 Before and after the earthquake of land use weekly

average increase in the number — The 2011 Tohoku

earthquake.

東日本大震災 震災前（m2） 震災後（m2） 増加率

（土地利用） （1/12–3/9） （3/10–3/16） （倍）

building 1,994,105 9,881,312 4.95

residential 5,332 20,070,314 3763.90

Industrial 5,838,185 8,829,698 1.51

commercial 81,243 305,389 3.75

farm 18,176 846,823 46.59

riverbank 1,174,303 24,850,135 21.16

表 3 土地利用の震災前後の週間平均増加数—ハイチ地震

Table 3 Before and after the earthquake of land use weekly

average increase in the number — The haiti earth-

quake.

ハイチ地震 震災前（m2） 震災後（m2） 増加率

（土地利用） （12/23–1/12） （1/13–1/20） （倍）

building 0 3,096,962 –

residential 0 159,995,778 –

Industrial 0 3,720,407 –

commercial 0 219,095 –

farm 0 13,999,363 –

riverbank 0 8,146,289 –

図 7 building タグと residential タグの総面積—東日本大震災

Fig. 7 Total area of the building tag and residential tag — The

2011 Tohoku earthquake.

年 3月 10日～3月 16日）の比較である．なお，東日本大

震災は 2011年 3月 11日に発生しているが，調査の集計の

都合上，震災後の期間に含まれている．表 3 は，ハイチに

おける，ハイチ地震の震災前（2009年 12月 23日～2010

年 1月 12日）と震災後（2010年 1月 13日～1月 20日）の

比較で示す．なお，ハイチ地震は 2010年 1月 12日に発生

しているが，調査の集計の都合上，震災前の期間に含まれ

ている．

図 7，および図 8 では，それぞれの地域での建物（build-

ing）と住宅地（residential）の総面積について震災前後で

比較している．図 7 は，日本における，東日本大震災前

後の建物（building）（赤の折れ線）と住宅地（residential）

（青の折れ線）の総面積である．図 8 は，ハイチにおける，

図 8 building タグと residential タグの総面積—ハイチ地震

Fig. 8 The total area of the building tag and residential tag

— The haiti earthquake.

ハイチ地震前後の建物（building）（赤の折れ線）と住宅地

（residential）（青の折れ線）の総面積である．

東日本大震災前後では，調査した全タグにおいて，震災

後の週間平均増加数が増えていることが分かる（表 2）．住

宅地（residential）は，表 2 の震災後では 3,700倍以上に

増加している．また，図 7 では，震災直前まで約 13,000

万m2程度で編集が止まっていたが，4月中旬には約 20,000

万 m2 に達し，以降はほとんど編集が行われていない．

建物（building）は，表 2 の震災後では 4.95倍に増加し

ている．また，図 7 では，震災直前では約 4,000万 m2 弱

程度だったが，震災直後に急激に増加し，4月以降も緩や

かに増加しており，6月には約 2倍の約 8,000万m2に至っ

ている．建物（building）と住宅地（residential）は，震災

直後の 1カ月間に集中的に編集されたことを示している．

表 2 から，農地（farm）と河川流域（riverbank）も大きく

増えており，震災による地形の変形をデータ化したことを

示している．

ハイチ地震では，震災前には土地利用形態などの情報

はいっさい書かれていなかったことが分かる（表 3）．し

かし，震災後には，すべてのタグにおいて多数の成果物

が作成されている．東日本大震災の際と同様に，住宅地

（residential），農地（farm），および河川流域（reverbank）

などが多く作成されている．図 8 では，ハイチ震災の際

も，建物（building）や住宅地（residential）は約 1カ月間

に集中的に編集されている．これらは，被災状況をデータ

化するために重要なタグであることが分かる．

表 4 は，日本において，住宅地，建物，および津波被害

を示すタグが付与されたオブジェクトの数を，震災前後に

ついて示している．

震災直前（2011年 3月 9日：表 4 の (*1)）と，震災の

約 1カ月後（2011年 4月 13日：表 4 の (*2)）を比較して

みる．住宅地を表すタグ（residential）が付与されたオブ

ジェクト数は，震災の約 1カ月後には約 2倍になっている．

建物を表すタグ（building）が付与されたオブジェクト数

は，震災の約 1カ月後には約 3倍になっている．津波被害

にあっていることを示すタグ（tsunami:damage）は住宅地
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表 4 住宅地，建物，および津波被害タグのオブジェクト数—東日本

大震災

Table 4 The number of objects of Residential tag, buildings

tag, and tsunami damage tag — The 2011 Tohoku

earthquake.

住宅地 建物 津波被害

日付 residential building tsunami:damage

2011.03.09(*1) 568 21,691 0

2011.03.16 755 34,598 227

2011.03.30 991 59,158 1,905

2011.04.06 1,026 62,979 1,868

2011.04.13(*2) 1,044 65,344 1,874

2011.04.20 1,046 67,378 1,907

2011.04.27 1,049 70,051 1,943

2011.05.04 1,050 71,471 1,965

や建物などに並記される．津波被害を示すタグは震災後よ

り付与されており，タグが付けられたオブジェクト数は震

災の約 1カ月後には 1,874であった．

4.4 成果物作成の情報源の調査

成果物の作成のための情報源について調査を行う．Open-

StreetMapでデータを作成する際には，情報源として衛星

写真を多く活用する．クライシスマッピングにおいても，

情報源として被災地の災害直後の衛星写真を活用し，被災

状況をデータ化した．さらに，東日本大震災時には，基本

的な地図データの整備のために，Yahoo道路データの入力

作業を行っている．この調査により，成果物作成のために，

どのような情報源により作成されたのか調査を行う．

OpenStreetMapでは，衛星写真などの他のリソースを

基に成果物を作成した場合，その出典を sourceタグで記録

することになっている．よって，sourceタグを調査するこ

とにより，クライシスマッピングの際に活用された情報源

の調査を行う．

図 9，および図 10 は，それぞれの地域において，編集

の際に利用する情報源の出典を記した sourceタグの，震災

前から震災後にかけての成果物の累計数の変化を示してい

る．図 9 は，日本においての，東日本大震災前後のBing衛

星写真（Bing Maps [31]）（青の折れ線）と Yahoo道路デー

タ（赤の折れ線）の成果物数を示す．図 10 は，ハイチに

おいての，ハイチ地震前後の sourceタグ総数（黒の折れ

線）と sourceタグのうちの GeoEye衛星写真（赤の折れ

線）の成果物数を示す．ハイチ地震の直後，多くの機関か

ら震災直後の衛星写真が OpenStreetMapに対して提供さ

れた．その中で，GeoEye衛星写真は比較的多く利用され

ていた．なお，ハイチ地震の時点では，Bing衛星写真の利

用許可が得られておらず，OpenStreetMapでは利用でき

なかったので調査対象から外した．

東日本大震災では，Bing Mapsによる成果物数は震災直

図 9 Bing Mapsタグと Yahoo/Alpsタグの成果物累計—東日本大

震災

Fig. 9 Artifacts accumulated of Bing Maps tag and Yahoo/

Alps tag — The 2011 Tohoku earthquake.

図 10 source タグと GeoEye タグの成果物累計—ハイチ地震

Fig. 10 Artifacts accumulated of source tag and GeoEye tag

— The haiti earthquake.

前が 83,413で，Yahoo道路データの入力作業が始まる 4月

1日には 165,911と約 2倍に増加している．その後は，緩

やかに増加している．また，Yahoo/Alpsが 4月より急速

に増加しているのは，Yahoo道路データが入力されたこと

を示している．

ハイチ地震では，震災前には，sourceタグの付いた成果

物が 0であり，震災直後（2012年 1月 20日），36,170件で

あった．そのうち GeoEyeによる成果物数が 19,974件で

あった．震災直後の衛星写真が各関係機関から提供されて

いたが，半数以上が GeoEyeの衛星写真を利用したことが

分かる．

4.5 考察

本稿の調査を基にして，考察を以下に示す．

4.2節「震災前後の貢献者数と成果物数の推移」の表 1

の調査では，ともに震災後に多くの貢献者が増えている．

ハイチ地震の場合，震災前の貢献者は 34人であり，図 4

の震災前の成果物数は少ないことから，ほとんど活動が行

われていなかったことが確認できる．このような状況で，

ハイチ地震が発生し，震災後に増加した 500人余りの貢献

者らにより，クライシスマッピングが行われた．東日本大

震災の場合は，震災前でも活動が行われており，表 1 では

870人ほどの貢献者がいた．この中の活発な貢献者らが，

震災後にもクライシスマッピングに参加したことは容易に
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考えられる．現に，著者もその 1人である．震災後に増加

した 300人余りの貢献者と，震災前から活動している貢献

者らがクライシスマッピングに参加したことになる．東日

本大震災とハイチ地震ともに，多くの貢献者がクライシス

マッピングに参加したことが，データによる調査からも確

認できた．

また，図 3，および図 4 の調査により，東日本大震災と

ハイチ地震ともに，震災後 3～4週間程度後に，貢献者数

の増加が停滞する傾向にあることが分かった．しかし，貢

献者数の増加の停滞後も成果物数は増加していた．震災後

3～4週間程度後であれば，被災者の避難情報や復興を視野

に入れた情報が必要な時期でもある．これらに必要な情報

をデータ化するためにも，すでに参加している貢献者の活

動は継続しており，クライシスマッピングによる編集作業

は続いていることが分かった．異なる時期，異なる場場所

で行われた 2件のクライシスマッピングにおいて，同じよ

うな貢献者の行動を示している調査結果は，貢献者のモチ

ベーションの研究において興味深い．クライシスマッピン

グは，大きな災害などのたびに世界各地で行われている．

今後，他のクライシスマッピングでも同様な傾向にあるの

か調査分析を行いたい．また，なぜ編集作業が継続された

のかについても分析したい．

ハイチ地震の状況を見てみる．図 6 の道路週間増加数

は，道路データ作成量の増加が，震災直後にピークを迎え，

その後徐々に減少しており，震災直後には，道路データを

集中的に作成している．表 3 では，多くの地物が震災後に

作成されている．図 8 では，建物や住宅地が，震災後の約

1カ月間に集中的に作成されている．図 10 の情報源の調

査では，震災直後から GeoEyeなどの衛星写真を活用して

活動をしていた．つまり，ハイチ地震の際には，震災以前

にはほとんどデータが作成されていなかったので，基準と

なる道路データを震災直後に集中的に作成し，その後，衛

星写真を基に被災状況をデータ化していったことがデータ

から確認できる．

次に，東日本大震災の状況を見てみる．表 2，および図 7

によると，震災直後から 3月末まで，建物や住宅地が多く

作成され，4月以降はあまり作成されなくなっている．こ

の時期は，図 9 の東日本大震災の際の情報源の調査による

と，Bing衛星写真による成果物が急激に増加しる時期でも

ある．つまり，震災直後には，Bingにより提供された被災

直後の衛星写真を活用し，被災状況をデータ化する活動が

行われていたことを裏付けるものである．また，図 5 の道

路週間増加距離と道路累計距離では，4月から急激に道路

の作成数が増えている．この時期は，図 9 の東日本大震災

の際の情報源の調査によると，4月から Bing衛星写真と

入れ替わるように Yahoo/Alpsのデータが急速に増加して

いる．つまり，Yahoo道路データは 4月 1日から入力作業

が始まっており，4月 1日を境に作業の中心が Yahoo道路

データの入力作業に移行したことが，データによる調査か

らも確認できた．

表 2 によると，住宅地（residential）は 3,700倍以上に

増加，農地（farm）は 46倍以上の増加など多くの土地利

用に関するタグが付与された成果物が作成されている．

OpenStreetMapでは，成果物であるオブジェクトに対して

タグを付加することで，成果物に情報を持たせる仕様になっ

ている．たとえば，住宅地を表すには，landuse=residential

のタグを付加する．さらに，津波により浸水したことを表

すには，tsunami:damage=floodedのタグを付加する．こ

れらのタグを併記することにより，成果物に対して『（こ

の地域は）津波により浸水した住宅地である』という情報

を持たせることが可能になる．クライシスマッピングで

は，災害による被災状況をデータ化することが大きな目

的であり，津波による浸水などのように被災状況をデー

タ化するためには，その成果物が住宅地であることを表

す必要があった．表 4 でも，震災直後から住宅地や建物

などが多数作成されていったことが分かる．津波被害を

示すタグ（tsunami:damage）は単独では使用されず，住

宅地，農地，建物などで津波被害が確認されたときに並記

される．表 4 では，震災後に徐々に津波被害を示すタグ

（tsunami:damage）が増加している．衛星写真などを活用

し，住宅地，農地，建物などで津波被害が確認できたもの

についてタグ付けされていったことが分かる．つまり，住

宅地や農地などが多く作成されていることは，津波の際に

水没した地域をデータ化するために，住宅地や農地などの

その地域の基本的な情報を明確にする必要があったことを

示している．

クライシスマッピングは，被災地の被災状況や避難に必

要な情報をデータ化することである．そのため，災害直前

の基本的な地図データが十分に整備されている状態が，最

も効率良くクライシスマッピングを行うことができる．ま

た，被災状況をデータ化するために被災直後の被災地を撮

影した衛星写真が，貴重な情報源でもある．効率良くクラ

イシスマッピングが行えるということは，OpenStreetMap

の被災状況のデータが，災害後速やかに救済活動に活用で

きるということである．しかし，必ずしも被災地の基本的

な地図データが十分に整備されているわけではない．基本

的な地図データを効率良く整備するためには，通常は道路

データから整備することが多い．多くの地物のデータを作

成するとき，道路データが整備されていれば，道路からの

相対的な位置関係から作成が容易になるからである．図 5，

および図 6 の道路データの作成状況を見ると，ハイチ地震

の際も東日本大震災の際も，道路データの作成量は，震災

以前と比較して震災直後に一気に増えている．つまり，日

本もハイチも震災発生には，基本的な地図データが整備さ

れておらず，被災地の被災状況や避難に必要な情報の作成

だけでなく，基本的な地図データの整備を行わなければな
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らなかったことがデータからも確認できた．

4.6 日本のOpenStreetMapの方策

2007 年に草の根的に始まった日本の OpenStreetMap

は，少ない貢献者の活発な活動により多くの成果物を生

み出し，急速に発展してきた．急速に発展していた日本の

OpenStreetMapにおいて東日本大震災の際のクライシス

マッピングは，さらに多くの貢献者の参加を促し，多くの

成果物を作成しており，重要な転機になっている．

本稿の調査により，東日本大震災のクライシスマッピン

グに参加した貢献者らの課題の (1)の，基本的な地図デー

タの整備の重要性について，改めて確認することができ

た．平常時に OpenStreetMapの基本的な地図データを整

備しておくことで，災害発生時にクライシスマッピングが

行われた際に，最小限の作業で被災状況をデータ化するこ

とが可能になり，一刻を争う救済現場に対して支援する

ことが可能になる．将来起こりうる災害のために，基本的

な地図データの整備は必要である．そのためにも，各地に

OpenStreetMapを普及させるとともに貢献者を増やすこ

とで，持続可能な形で基本的な地図データをつねに最新に

維持することは，大変重要なことである．

クライシスマッピングでは，貴重な情報源である被災直

後の被災状況を撮影した衛星写真を活用することができ

た．これらの衛星写真は，誰でも無条件に利用できるもの

ではない．ではなぜ，OpenStreetMapでは被災状況を撮

影した衛星写真を利用することができたのだろうか．それ

は，衛星写真を提供した団体が，OpenStreetMapのクラ

イシスマッピングの災害時における有効性を理解してい

たからである．当然，各団体の理解を得るためには，地道

な OpenStreetMapの普及活動があったはずである．この

ことからも，衛星写真だけではなく，OpenStreetMapは

社会の多くの分野と連携することで，様々な社会活動に有

効に機能し社会貢献が可能となることが分かる．そのた

めにも，東日本大震災のクライシスマッピングに参加し

た貢献者らの課題の (2)にあるように，今後も広く各地に

OpenStreetMapを普及させることは，大変重要である．

東日本大震災のクライシスマッピングに参加した貢献者

らの課題の (3)に，オープンデータへの取り組みが必要で

あるとあった．自治体によるオープンデータの推進が進

められていることから，日本の OpenStreetMapの活動の

中心は徐々にオープンデータとの連携へと移行していく

と考えられる．OpenStreetMapの活発な貢献者，もしく

は OpenStreetMap Foundation Japanなどが中心になり，

各地でマッピングパーティーやイベントを開催すること

で，自治体と地元住民との活動を活性化することができ

るであろう．これらの活動を通じて，自治体のオープン

データとの連携を進めることで，様々な社会活動において

OpenStreetMapの活用が可能となる．OpenStreetMapの

活用が推進されれば，各地で貢献者が増えていくことが期

待できる．OpenStreetMapと自治体のオープンデータが

連携することは，その相乗効果により社会に対して大きな

貢献ができる．今後，自治体での理解を得て，連携を推進

していくべきである．

5. まとめ

東日本大震災発生時，日本の OpenStreetMapが中心と

なり世界中の貢献者によりクライシスマッピングが行われ

た．震災後の貢献者および筆者らによる議論に基づく日本

のOpenStreetMapの 3つの課題では，将来起こりうる災害

のために，日本の OpenStreetMapのデータの整備，普及，

および外部との連携の必要性について述べていた．つま

り，日本のOpenStreetMapがさらに発展していくことが，

将来起こりうる災害のために重要であり，様々なシーンで

OpenStreetMapが活用され，災害時多くの社会活動への貢

献が可能といえる．本稿では，東日本大震災時に行われた

クライシスマッピングにおけるデータの分析を行った．さ

らに，上記の震災後の議論に基づく日本のOpenStreetMap

の 3つの課題を基にした，日本の OpenStreetMapの発展

のための方策を示した．

東日本大震災時のクライシスマッピングの基本的な地図

データの整備について注目し，データの調査分析により得

られた知見を基に考察を行った．クライシスマッピングの

際には，十分に地図データが整備されていなかった．被災

地の被災状況や避難に必要な情報の作成だけでなく，基

本的な地図データの整備を行わなければならなかったこ

とがデータからも確認できた．将来起こりうる災害のた

めに，基本的な地図データの整備の必要性，および各地に

OpenStreetMapを普及させるとともに貢献者を増やす必

要があることを改めて確認することができた．さらに，震

災直後の議論に基づく日本の OpenStreetMapの 3つの課

題を基にした，日本の OpenStreetMapの発展のため次の

方策を示した．各地に OpenStreetMapを普及させるとと

もに貢献者を増やすことで，持続可能な形で基本的な地

図データをつねに最新に維持することは，大変重要であ

る．OpenStreetMapは社会の多くの分野と連携すること

で，様々な社会活動に有効に機能し社会貢献が可能となり

重要である．OpenStreetMapと自治体のオープンデータ

が連携することは，その相乗効果により社会に対して大き

な貢献が可能であり推進すべきである．

今後の課題を述べる．考察でも述べたが，震災後 3～4週

間程度後に貢献者数の増加が停滞する傾向について，他の

クライシスマッピングでも同様の傾向にあるのか調査分析

を行いたい．また，なぜ編集作業が継続されたのかについ

ても分析したい．
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